
平成２５年９月教育委員会会議の要旨 

 

 

１ 日  時  

  平成２５年９月１０日（火） 

    開会 １５時    閉会１７時０６分 

 

２ 場  所 

  教育庁教育委員会室 

 

３ 出席委員 

  委員長              村上 智真 

  委員長職務代理者         稲野 靖枝 

  委員長職務代理者         山縣 俊郎 

委員               岡野 芳子 

  委員（教育長）          田邉 恒美 

 

４ 欠席委員 

  委員               中田 範夫 

 

５ 出 席 者 

  教育次長             上野 清 

  審議監              小西 哲也 

  審議監              河村 行則 

  教育政策課長           河村 邦彦 

  教職員課長            廣川 晋 

  義務教育課長           清時 崇文 

  高校教育課長           岩本 龍治 

  特別支援教育推進室次長      石本 正之 

  社会教育・文化財課長       藤村 恭久 

  世界ｽｶｳﾄｼﾞｬﾝﾎﾞﾘｰ開催支援室次長  河村 祐一 

  人権教育課長           尾﨑 敬子 

  学校安全・体育課長        栗林 正和 

  教育政策課企画監         濵井 昭巳 

  やまぐち総合教育支援センター次長 十河 悟 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 ◆『平成２６年度(2014年度)山口県立学校職員（実習助手）採用候補者選考試験の実施』

について、報告された。 
 
【概要】 

１  選考区分、志願区分、採用見込者数及び職務の概要 

 

２  受験資格 

    昭和４９年４月２日から平成８年４月１日までに生まれた者 

   実習助手（農業・工業・理療）については、別に資格要件が必要 

 

３  志願書類等の受付期間 

     平成２５年９月１３日（金）から１０月４日（金）まで 

 

４  試験の期日・場所 

   (1) 期 日 平成２５年１１月２日（土） 

 (2) 場 所 山口県セミナーパーク 

 

５  試験の内容 

 (1) 実習助手（普通教科・理療） 

     教養試験、小論文、面接、適性検査 

   (2) 実習助手（農業・工業） 

     教養試験、専門教科試験、面接、適性検査 

 

６  採用候補者名簿登載予定者の発表等 

 (1) 日 時 平成２５年１１月２８日（木）午前９時 

 (2) 内 容 採用候補者名簿登載予定者の受験番号を掲載 

 (3) 場 所 山口県庁インフォメーションプラザ 

             山口県教育委員会の教職員課のホームページ 

選 考 区 分 志 願 区 分 採用見込者数 職 務 の 概 要 

 一般選考 

 実習助手（普通教科）
 

３ 人 程 度
 普通教科の実験又は実習につい 

て、教諭の職務を助ける。  

 実習助手
 

 （農業） 

農芸化学・食品系 １ 人 程 度 
農業の実験又は実習について、 

教諭の職務を助ける。
 

土木造園林業系 １ 人 程 度 

 
実習助手

 

 （工業） 

電気系 １ 人 程 度 
工業の実験又は実習について、 

教諭の職務を助ける。
 

化学工業系 １ 人 程 度 

実習助手（理療）
 

１ 人 程 度
 特別支援学校の理療の実習につ 

いて、教諭の職務を助ける。 

身体障害者を対

象とした選考 

 一般選考の「志願区分」と同 

じ 
２ 人 程 度

 一般選考の「職務の概要」と同 

じ 

 

 

 

 報 告 事 項 



 

 

◆『山口県教育振興基本計画（最終案）』について、協議された。 

 

山口県教育振興基本計画（最終案）について 

 

１ 策定の経緯 
（１）計画概要案の作成 

年月日 内     容 

H24.11.18 教育振興推進会議臨時委員（市町教委、校長会等で構成）意見聴取 
次期計画の方向性について意見聴取 

   11.27 教育振興推進会議（教育分野の有識者で構成） 

次期計画の方向性について意見聴取 

  12. 6 教育委員会会議 計画概要案について協議 

  12.21 県議会文教警察委員会 計画概要案を報告 

 
（２）計画素案の作成 

年月日 内     容 

H25. 4.25 《国の第２期教育振興基本計画 中教審答申》 

5.28 教育振興推進会議 計画の策定について意見を聴取 

   6. 6 教育委員会会議 計画素案について協議 

6.14 《国の第２期教育振興基本計画 閣議決定》 

6.24 県議会文教警察委員会 計画素案を報告 

 
２ パブリック・コメントの実施状況 
（１）募集期間 

平成25年7月1日(月)から7月31日（水）まで 
 
（２）計画素案の公表方法等 

県庁１階の情報公開センター、各地方県民相談室等に素案を備えつけるととも
に、県民の皆様が自由に閲覧できるよう県ホームページに素案を掲載 

 
（３）募集方法 

はがき、封書、ファックス、Eメールで意見・提案を募集 
 
（４）提出意見の状況 

事  項 件数 

計画全体に関すること ６ 

本県教育をめぐる状況に関すること １ 

教育目標に関すること １ 

総合的・計画的な施策の推進に関すること ３８ 

緊急・重点プロジェクトに関すること ２ 

その他 ２７ 

計 ７５ 

 
 
 
 

 協 議 事 項 



３ 最終案の概要（素案の修正概要） 
パブリック・コメントでいただいた７５件すべての意見について改めて検証・検討を

行い、このうちの１８件をもとに、図表や用語解説の追加、修正、表記内容をよりわか
りやすく見やすいものへ修正するとともに、データの更新などを実施して、最終案を作
成。 

 
（１）パブリック・コメントの反映（１８件） 

意見の内容 修正内容 頁 
・体力テストの総合評価についてＡ～

Ｃランクがどういう意味があるの
か説明が必要 

総合評価のランクをわかりやすい表
現に修正 

11 

・運動割合が５０％台とあるが、その
数値が低いのか高いのか不明 

男子の割合と比較することにより数
値の高低をわかりやすく記載 

11 

・「キャリア教育」について、県民が
理解できる説明が必要 

キャリア教育の定義など説明を記載 24 

・実践的な語学力・コミュニケーショ
ン能力の育成の具体策として、タブ
レット端末等の機器整備が必要 

教育の情報化は重要であることから
「山口県教育の情報化推進指針」の
体系図を追加 

28 

・「学力向上推進リーダー・推進教員」
の説明に市町教委との連携を明記
して欲しい 

市町教委との連携を追記 31 

・人権に関する児童生徒作品とはどの
ようなものか不明 

具体的例として「ポスター＿」追記 37 

・コミュニティ・スクールは「設置」
ではなく、「指定」とすべき 

「指定」に修正 63 
74,75 

・「学力向上推進リーダー・推進教員」
の連携した活動内容が不明 

「学力向上推進リーダー・推進教員」
の活動と連携が分かるよう修正 

65 

・人権に関する県民意識調査は５年前
の調査であり参考にならない 

新しい調査結果に基づき、現状と課
題を分析し、記述を修正 

78 

・その他軽微な字句修正等（９件） 修正 － 
 
（２）データの時点修正等（２４件） 

主な調査等 修正箇所 頁 
・公立学校施設の耐震改修状況調査 

（H25.8.7公表） 
教育施設・設備の整備、教育環境の向上 
私学の振興 

56,57 
69 

・学校基本調査（速報） 
（H25.8.7公表） 

進路指導の充実 
私学の振興 

52,53 
68 

・全国学力・学習状況調査 
（H25.8.28公表） 

子どもの学力・学習状況 
子どもの意識 
学習指導の改善・充実 
読書活動の充実 
少人数教育の推進 
生徒指導・相談体制の充実 

9,10 
11 
31 

34,35 
49 
51 

 

４ 今後のスケジュール 

時期 内    容 

１０月初旬 県議会文教警察委員会 最終案の審議 

１０月中旬 策定・公表 

１１月 計画配付（計画本体及び概要版を作成・配付） 

 

 

 



山口県教育振興基本計画の最終案について 

１ 策定の趣旨 （序章） 

 

 
■計画の位置付け 
〇「輝く、夢あふれる山口県」の実現に向け、県政の推進方向である「５つの全力」
を具現化するための教育分野の計画 

〇教育基本法第１７条第２項に基づく本県教育の振興基本計画（教育基本法の理念を
踏まえ教育再生を実現するため策定された国の第２期教育振興基本計画を参酌） 

■計画期間：平成２５年度～平成２９年度（５年間） 

 

 

 

 

２ 本県教育をめぐる状況（第１章）  

 

 

 

 

 
 
 

３ 教育目標、目標達成に向けて（第２章）  

〇 本県教育の特色は、豊かな先見性、進取の気質、質実剛健の気風、郷土を愛し郷

土に奉仕する精神とともに、「若さに期待し、若さに託してきた」優れた教育風土に

あるといわれており、このような伝統を継承 

〇 グローバル化や高度情報化、知識基盤社会化など、今後とも大きな変化が予想さ

れるこれからの社会において、夢や目標を志に高め、他者とのつながりを大切にす

るとともに、希望をもって自らの将来や社会を力強く切り拓いていく子どもたちを

育成 

 

 

教育目標 未来を拓
ひら

くたくましい「やまぐちっ子」の育成 

やまぐちっ子 

のすがた 

 
 

目標達成に向けて育む「３つの力」「３つの心」 

 

【子どもの状況】 
 
(1)子どもの学力・学習状況 
(2)子どもの意識 
(3)子どもの体格・体力 
(4)児童生徒の問題行動等 
 
 

新しい時代に向けた本県教育がめざす基本的な方向を明らかにし、総合的かつ 
計画的に取り組むべき施策をまとめた教育振興基本計画を策定 

【教育を取り巻く環境】 
 
(1)少子高齢化の進行と家庭・地域社会の変容 
(2)グローバル化・高度情報化の進展と知識基

盤社会化  
(3)雇用環境の変化 
(4)東日本大震災の教訓 

〇高い志をもち、未来に向かって挑戦し続ける人 
〇知・徳・体の調和がとれた生きる力を身に付け、他者とのつ
ながりを大切にしながら力強く生きていく人 

〇郷土に誇りと愛着をもち、グローバルな視点で社会に参画す
る人 

 

３つの力（学ぶ力、創る力、生き抜く力）３つの心（広い心、温かい心、燃える心） 



４ 施策の展開（第３章） 

（１）総合的・計画的な施策の推進 

施策の柱 ３０の施策のもと、５０の主な推進指標を設定 

①知・徳・体の調和の

とれた教育の推進 

〇「キャリア教育の推進」など １５施策 

〇主な推進指標 ２８指標 

②質の高い教育環境づ

くりの推進 

〇「教育施設・設備の整備、教育環境の向上」など ８施策 

〇主な推進指標 １２指標 

③生涯にわたる県民総

参加の教育の推進 

〇「家庭教育支援の充実」など ７施策 

〇主な推進指標 １０指標 

（２）重点的な施策の推進（１０の緊急・重点プロジェクト） 

プロジェクト名 主な取組内容 

①グローバル人財 

育成プロジェクト 

〇他国や自国・郷土の文化や伝統を理解し、尊重する態度を育

成する教育の推進 

・教材の作成・活用等、授業等における伝統や文化を学ぶ機会

の充実、グローバルセミナーの開催 

〇実践的な語学力・コミュニケーション能力の育成 

・児童生徒の英語の使用機会の拡充、教員の英語力の向上 

英検 2 級・準 2 級を受験した高校生の数(2,555 人→3,000 人以上) 

英検 2 級・準 2 級に合格した高校生の数( 905 人→1,000 人以上) 
 

②ものづくり人財 

育成プロジェクト 

〇児童生徒の心身の成長の過程に応じたものづくり等へ

の興味関心の喚起 

・職場見学・職場体験の充実、多様な実施形態によるインター

ンシップの推進 

〇企業等と連携したカリキュラムの充実、職業資格取得の促進 

・地域産業と連携した課題解決学習、技術研修の実施 

・資格取得講習、高度な資格取得に向けた合同講習会の開催 

〇高校生の就職支援の充実 

・「ガイダンスの充実」「求人開拓の強化」「マッチングの促進」

の３つの柱のもと就職支援を充実 

専門的資格を取得した生徒の割合（19.6%→25％） 

高校生の就職決定率（97.7%→増加させる） 
 

③確かな学力育成 

プロジェクト 

〇少人数教育の推進 

・３５人学級に加え、小 1プロブレムの解消等に向けた３０人

学級化に関する実践研究、少人数指導の充実 

〇PDCA サイクルによる授業改善の推進 

・学力定着状況確認問題、やまぐち学習支援プログラム等を活

用した検証改善サイクルの確立 

全国学力・学習状況調査平均正答率（→全区分で全国平均を上回る） 
 

 



④豊かな心育成 

プロジェクト 

〇道徳教育、体験活動の充実 

・県独自の教材集の活用などによる道徳教育の充実 

・「心の冒険・サマースクール」の開催、「AFPY の手引き」の

充実と活用促進 

〇いじめ・不登校対策等のための相談体制の整備充実 

・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置

拡充等による支援体制の充実 

1,000 人当たり不登校児童生徒数(小中：9.7 人、高：5.1 人→減少させる） 

1,000 人当たりの暴力行為発生件数（小中高：4.2 件→減少させる） 

いじめの解消率（88.4%→向上させる） 
 

⑤子ども元気創造 

プロジェクト 

〇「食育」「遊び・スポーツ」「読書」に一体的に取り組

む、全県的な「子ども元気創造」の展開 

・県内全小学校を対象とした「90 日元気手帳」の活用による望

ましい生活習慣の形成・定着 

〇運動機会の確保による運動習慣の定着 

・「総合スポーツクラブ」（仮称）の活動などによる運動習慣

の定着していない生徒への運動機会の提供 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査の体力合計得点の

県平均 

(小５男：53.6点、小５女：54.4点、中２男：41.5点、中２女：48.5点→

向上) 
 

⑥魅力ある学校づく

りプロジェクト 

〇県立学校再編整備計画の着実な推進 

・再編整備の推進（下関地域の工業高校：H28年度開校） 

・定時制・通信制の再編、多部制の定時制高校の設置 

・全日制普通科の通学区域全県一学区化（H27年度以降の早期） 

公立高校の体験入学等に参加した中学生の人数（17,645 人→20,000 人） 

〇特別支援教育の充実 

・東部・央部・西部３エリアでの指導・支援体制の整備、生徒

の増加等に対応した施設整備 

⑦安心・安全な学校づ

くりプロジェクト 

〇学校の安心・安全の基盤となる公立学校施設の耐震化と

学校や通学路における安全確保対策の充実 

・公立学校の耐震化の推進（非構造部材の耐震対策を含む） 

・防犯を含む生活安全、交通安全及び災害安全の取組の推進 

県立学校の耐震化率（93.6%→完了：平成 27 年度末まで） 
 

⑧教職員人財育成 

プロジェクト 

〇「教職員人材育成基本方針」に基づき、複雑化・多様化

する教育課題に的確に対応できる教職員の育成 

・大学等との連携による優秀な教職員の確保 

・研修の充実や教職大学院の活用による「学び続ける教職員」

の養成 

・学校運営・校内指導体制の充実 

やまぐち総合教育支援センター研修の受講者数(12,701 人→15,000 人) 
 



 

５ 計画の着実な推進（第４章） 

〇 市町教委、関係機関・関係団体等との連携 

〇 教育委員会の事務の点検・評価 

〇 外部意見の反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨地域ぐるみの教育

推進プロジェクト 

〇学校・家庭・地域が連携・協働して、地域ぐるみで子ど

もの育ちを支える「地域協育ネット」を全県で推進 

・地域協育ネットの全県普及（全中学校区へ協議会設置） 

・コミュニティ・スクールの設置促進、実践事例の普及 

コミュニティ・スクール指定校の割合（67.3%→80％） 
 

⑩世界スカウトジャンボリー 

開催プロジェクト 

〇大会を契機とした国際教育、青少年の健全育成に向けた

取組の推進 

・会場や地域プログラムでの児童生徒の積極的な交流、参加国

についての事前事後学習の実施など 

・ポストジャンボリーの開催などの検討・実施 

ジャンボリーを活用した国際教育の取組を実施した公立学校割合（→100％） 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 質 疑 】 

 〇稲 野 委 員：パブリック・コメントに対する県の考え方の公表はどのような形で行

うのか。 

 ●教育政策課長：資料のような形で簡潔にまとめて、ホームページ等で公表する。 

 〇村上委員 長：インターネットができる人とできない人がいるが、できない人への配

慮はどうなっているか。 

 ●教育政策課長：完成した冊子には、パブリック・コメントの内容、県の考え方を記載

するようにしたい。 

 〇山 縣 委 員：No.1の意見に対する県の考え方が少し分かりにくいので、説明をいた

だきたい。 



 ●教育政策課長：パブリック・コメントには「教育基本法の趣旨に従った」という御意

見があったが、本計画は、教育基本法の理念を踏まえた、国の第２期

教育振興基本計画も十分に踏まえた上で策定しており、教育基本法の

理念も十分に反映されていると考えている。 

 ●田邉教育 長：パブリック・コメントにおいて「県内の各自治体が作る教育振興基本

計画のお手本にふさわしい計画となるよう」との御意見も頂戴してい

るが、本計画は有識者会議である「山口県教育振興推進会議」のほか、

市町教育委員会はもとより、小・中・高等学校校長会、ＰＴＡなどの

方々からの御意見もしっかりと踏まえて、策定を進めてきたところで

あり、そのような過程は踏まえてきたと考えている。 

 〇岡 野 委 員：本計画は、今後５年間の本県教育の指針となるものだが、「山口県教

育推進の手引き」は今後も毎年作成していくのか。 

 ●教育政策課長：具体的な施策内容や毎年の数値目標等を示した「山口県教育推進の手

引き」は、毎年作成していくこととしている。 

 

【 主な意見 】 

 〇稲 野 委 員：パブリック・コメントに対する県の考え方の公表に当たっては、イン

ターネットを活用できない方への配慮として、備え付け等の方法も検

討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

◆学力向上対策について 

学力向上に向けた今後の取組について 
 

各学校、市町教委、県教委の連携を一層強化し、学校、家庭、地域社会が一体とな 
って、これまでの調査結果等から明らかとなった成果と課題を踏まえ、以下の４つの 
重点取組事項を柱として、子どもたち一人ひとりの「確かな学力」の定着・向上に向 
けた取組を全力で進める。 

 
【課題】                         【４つの重点取組事項】 

 
○ 基礎的・基本的な内容の一層の定着           ① 学校の組織的な取組 
○ 活用する力（思考力、判断力、表現力等）の育成     ② 指導方法の工夫改善 
○ 望ましい学習習慣の確立                ③ 学習環境の整備 

④ 学習習慣の確立 
 

 学 校  
① 学校の組織的な取組 
○ 全国学力・学習状況調査、山口県学力定着状況確認問題等の結果を分析・活用 
した年２回の検証・改善サイクルの確立 

○ コミュニティ・スクールを活用した、地域と連携した課題の共有と取組の推進 
○ 目標達成に向けた役割分担と実施計画をまとめた「学力向上プラン」の改善と 
効果的な取組の推進 

○ 全教職員による取組状況の定期的な確認・改善 
○ 課題を有する学級への組織的な支援 
○ 成果や課題、改善に向けた取組等の情報共有による家庭や地域との連携 

② 指導方法の工夫改善 
○ 調査結果等の分析から明らかとなった課題に応じた学習の充実 
○ 授業のねらいの明確化と、それに基づく授業、及び授業後の評価の実施 
○ 学習状況に応じた繰り返し学習や補充学習、発展的な学習等の充実 
○ 児童生徒・保護者等による授業評価を踏まえた授業改善 
○ 積極的な授業公開やワークショップ型研修等による校内研修の充実 
○ 「やまぐち学習支援プログラム」の学習教材・評価問題・基本問題及び学習の 
定着度が評価できる「学力状況確認システム」の積極的な活用 

③ 学習環境の整備 
○ 学習規律の確立・徹底に向けた、全校体制による共通実践 
○ ICT機器の活用や学習成果の掲示等、学びを促す学習環境づくりの推進 
○ 習熟度に応じた指導や小学校の教科担当制等、学習形態や指導方法の工夫によ 
る効果的な少人数指導の一層の充実 

○ 学校間・校種間連携の推進による幼保・小、小・中、中・高の円滑な接続 
④ 学習習慣の確立 
○ 家庭学習の手引きや自主学習ノートの活用等による家庭学習の習慣化 
○ 「やまぐち学習支援プログラム」基本問題の自主学習、家庭学習での活用 
○ 学習内容や指導計画等の保護者へのきめ細かな情報提供と連携した取組の充実 
○ 読書の大切さについての情報発信等、読書習慣の形成・定着の促進 
○ コミュニティ・スクールや地域協育ネットを活用した地域人材による学習支援 

 
 家 庭  
☆ 生活・学習習慣の確立 
○ 保護者向けリーフレット「夢をはぐくむ家庭の元気」を活用した「早寝、早起 
き、朝ごはん、本を読んで外遊び」等、規則正しい生活リズムの定着 

○ 携帯電話の利用、テレビの視聴、ゲーム等に関するルールづくり 
○ 計画を立てて、決めた時間・場所で勉強するなど、家庭学習の習慣化 

☆ 学校との連携 
○ 子どもの学習の様子等についての積極的な相談や情報共有 
○ 授業参観や授業評価、懇談会等への積極的な参加 
○ 学習支援ボランティア等への積極的な参加 

 

 意 見 交 換 



 

 
 市町教委  
① 学校の組織的な取組 

    〇 全国学力・学習状況調査と、学力の定着状況や課題を把握する山口県学力定着 
状況確認問題の結果分析と活用による年２回の検証・改善サイクルの確立 

○ コミュニティ・スクールを活用した、地域と連携した課題の共有と取組の促進 
② 指導方法の工夫改善 
○ 指導主事の学校担当制による学校への重点的、継続的な訪問と、モデル授業や 
指導案作成の支援など、教員の授業力向上の支援 

○ 市町教委と連携した学力向上推進リーダー・推進教員による継続的学校訪問 
と、授業提供やミニ研修等の授業改善への指導・助言 

○ 教務・研修主任、学力向上担当教諭等を対象とした「学力向上プラン」の改善 
方法等、課題に応じた研修の充実 

○ 先進校の取組や優れた授業実践事例等の情報収集・提供 
○ 「やまぐち学習支援プログラム」の問題作成を通した教員の指導力向上と、一 
層の活用促進 

③ 学習環境の整備 
○ 各学校の課題解決に向けた加配教員・支援員の効果的な配置と取組の進行管理 
○ 幼保・小、小・中、中・高の円滑な接続に向けた各学校の取組の支援 

④ 学習習慣の確立 
○ 生活リズムの定着や家庭学習の習慣化等に向けた保護者への啓発 
○ 「やまぐち学習支援プログラム」基本問題等の活用促進 
○ コミュニティ・スクールや地域協育ネットによる地域人材を活用するシステム 
づくりの促進 

 
県教委 
① 学校の組織的な取組 
○ 全国学力・学習状況調査と、学力の定着状況や課題を把握する山口県学力定着 
状況確認問題の実施、及び結果分析と活用による年２回の検証・改善サイクルの 
確立 

○ 県市町教委合同研修会等による情報共有と、課題に応じた指導の強化 
② 指導方法の工夫改善 
○ 市町教委と連携した学校の課題に応じた重点的・継続的な訪問による支援 
○ 「やまぐちっ子学力向上だより」等による調査結果の分析や学力向上に向けた 
取組等の情報提供 

○ 学力向上推進リーダー・推進教員の配置と、効果的な取組の情報共有 
○ 活用力向上に向けた「活用力向上研修会」「授業づくり拠点校研修会」等の研 
修機会の充実 

○ 「やまぐち学習支援プログラム」の問題・教材の新教育課程に準拠した改訂と 
結果の集計・分析システムの改善 

③ 学習環境の整備 
○ 全小・中学校の３５人学級化に加え、小１の３０人学級研究指定校における児 
童生徒一人ひとりの状況に応じたきめ細かな指導体制の一層の充実 

○ 習熟度に応じた指導や小学校の教科担任制等、学習形態や指導方法の工夫によ 
る効果的な少人数指導の一層の充実 

○ 幼保・小、小・中、中・高の円滑な接続に向けた学校・市町教委の取組の支援 
○ 文科省研究指定校における小中連携による学力向上の取組支援と成果の普及 

④ 学習習慣の確立 
○ 家庭で活用できる「やまぐち学習支援プログラム」基本問題や親子問題の拡充 
○ 生活リズムの定着や家庭学習の習慣化等のための保護者への啓発 

リーフレット「夢をはぐくむ家庭の元気」、県教育広報誌「ふれあい夢通信」、 
「やまぐちっ子学力向上だより～家庭版」、「やまぐち総合教育支援サイト」 
（Ｗｅｂ）、家庭学習の効果的な取組事例の紹介等 

○ 学力向上に向けた取組や家庭学習について、全市町Ｐ連への訪問・周知 
○ コミュニティ・スクールや地域協育ネットの組織づくりの促進 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【 質 疑 】 

〇稲 野 委 員：全国学力・学習状況調査は、その学年でクリアしておいて欲しいとい

う問題が設定してあるので、全国平均より良ければそれでよしとする

のではなく、それを基にどういう子どもたちが全国平均を下回ってい

るのかを分析し、その子どもたちをどうサポートしていくのかを考え

る必要がある。 

 ●義務教育課長：調査結果を基に、確実にその学年での学力の定着を図っていくため、

補充学習等の取組について、事務局はもちろん、市町教委・学校とも

連携して考えていきたい。 

 〇稲 野 委 員：ホームページに掲載している「やまぐち学習支援プログラム」につい

て、インターネットに繋げない児童・生徒が利用するためのサポート

はどうなっているのか。また、そういう家庭でどの程度利用されてい

るかは把握しているか。 

 ●義務教育課長：インターネット環境がない児童・生徒については、ＰＴＡ連合会等の

説明会において、学校に申し出ればサポートする旨、説明していると

ころである。 

         また、利用状況の把握については、市町教育委員会が学校訪問等を行

う中で、そういう申し出の状況も併せて，確認していきたい。 

 〇稲 野 委 員：家庭での学習状況等を把握するためのアンケートを実施してはどうか。

その際、プログラムを活用しているか、活用するに当たって意見はな

いかを尋ねる項目を設けてはどうか。 

         非常にいいプログラムがあるのに、活用されないのではもったいない。 

 ●義務教育課長：家庭学習の状況等については、各学校において把握されていると考え

ている。 

         プログラムの活用については、御意見を参考にさせていただき、検討

してまいりたい。 

 〇岡 野 委 員：学力向上推進リーダー・推進教員の現在の人数と、活動状況について

説明をお願いする。 

 ●義務教育課長：今年度は、学力向上推進リーダー１９名、学力向上推進教員３１名の

合計５０名を配置している。 

         それぞれ、チームティーチングの一員として授業に加わったり、授業

改善の視点を明確にしたモデル授業を行ったり、授業後のミニ研修を

行ったりしている。 

 〇岡 野 委 員：「やまぐち学習支援プログラム」の保護者への周知が不足しているの

ではないか。子どもたちが活用できる手段をしっかりと考え、周知を

に努めて欲しい。 

 ●義務教育課長：コミュニティ・スクールや地域協育ネットにおいて、プログラムの活

用等についても説明をお願いしていきたい。 

 

【 主な意見 】 

 〇田邉教育 長：学力・学習状況調査は貴重なデータであるので、学力と学習状況等の

クロス分析もしっかり行った上で、本県の子どもたちの教育課題を明

らかにし、社会総がかりでの取組を推進してまいりたい。 

 


